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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第138期
第２四半期
連結累計期間

第139期
第２四半期
連結累計期間

第138期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 15,045,663 14,130,645 30,446,551

経常利益 (千円) 1,517,321 1,397,211 2,711,657

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(千円) 1,149,524 1,137,176 2,129,709

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,804,398 1,016,528 3,351,028

純資産額 (千円) 34,474,023 36,299,283 36,020,649

総資産額 (千円) 48,928,054 50,665,035 50,418,405

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 47.05 46.69 87.17

自己資本比率 (％) 69.77 71.01 70.79

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,706,279 12,225 3,598,486

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △467,033 △264,010 △1,162,494

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △491,301 △724,614 △473,463

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 11,076,383 11,316,162 12,285,682
 

 

回次
第138期
第２四半期
連結会計期間

第139期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 20.93 17.80
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間に係る主要な経営

指標については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．当社は、株式給付信託（BBT）を導入しており、１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、当該信託が保

有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が進む欧米諸国を中

心として回復の兆しがみられましたが、本格的な景気回復には不透明な状況が続きました。日本経済は、欧米諸国

の外需回復が進んだものの、感染症対策として断続的に緊急事態宣言が発令され、長期にわたり経済活動への影響

が続きました。

当社グループを取り巻く事業環境については、政府による「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対

策」が実施されたことに伴い、公共投資は底堅く推移しました。民間建設投資は持ち直しの動きが見られました

が、引き続き受注環境の厳しさは継続しました。

このような中、基礎事業におけるコンクリートパイルの全国需要は前年同期水準となりましたが、地域差の激し

い受注環境となりました。下水道関連事業については、防災・減災、国土強靭化に伴う高付加価値製品の受注活動

に注力したことにより堅調に推移しました。

こうした状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は141億30百万円（前年同四半期比

6.1％減）、営業利益は６億44百万円（同25.5％減）、経常利益は13億97百万円（同7.9％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は11億37百万円（同1.1％減）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、代理人と

して関与した取引について売上高を純額とした影響などで売上高及び売上原価は２億30百万円それぞれ減少してお

ります。

当社グループの事業環境は、資材価格が上昇している他、民間事業の受注環境は依然厳しさが続くものと思われ

ますが、事業ポートフォリオの特徴を活かし、生産性向上や原価低減に向けた取組みを推進し、事業戦略をもって

利益の安定・向上を図ってまいります。また、当社グループは中期経営計画「21-23計画」を鋭意推進しております

が、当第２四半期においては、成長戦略の鍵となるデジタル化として、基礎杭施工の施工品質と効率向上を両立す

る次世代DX施工管理システム「Pile-ViMSys（パイルヴィムシス）」をリリースした他、脱炭素社会に向けた環境材

料や雨水対策製品などの研究開発を推進しております。引き続き「グリーンとデジタル」による中長期成長戦略を

推進してまいります。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
① 基礎事業

受注高は78億５百万円（前年同四半期比14.3％減）、売上高は89億20百万円（同6.1％減）、営業利益は１億36

百万円（同76.6％減）となりました。

総売上高構成比は63.1％であります。なお、収益認識会計基準等の適用により、代理人として関与した取引に

ついて売上高を純額とした影響などで売上高及び売上原価は26百万円それぞれ減少しております。

 
② 下水道関連事業

受注高は54億52百万円（前年同四半期比11.8％増）、売上高は44億58百万円（同7.4%減）、営業利益は８億26

百万円（同39.8％増）となりました。

総売上高構成比は31.6％であります。なお、収益認識会計基準等の適用により、代理人として関与した取引に

ついて売上高を純額とした影響などで売上高及び売上原価は２億３百万円それぞれ減少しております。

 
③ 太陽光発電・不動産事業

受注高は58百万円（前年同四半期比6.5％減）、売上高は７億24百万円（同1.9％増）、営業利益は４億９百万
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円（同3.4％増）となりました。

総売上高構成比は5.1％であります。

 
④ その他

売上高は27百万円（前年同四半期比12.7％増）、営業利益は21百万円（同21.1％増）となりました。

総売上高構成比は0.2％であります。　

 

(2) 財政状態の分析

① 流動資産

当第２四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ１億６百万円増加し、244億72百万円

となりました。これは、現金及び預金が９億68百万円減少した一方、受取手形、売掛金及び契約資産が６億27百万

円、商品及び製品が２億69百万円、原材料及び貯蔵品が１億３百万円それぞれ増加したことなどによります。

　　

② 固定資産

当第２四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ１億40百万円増加し、261億92百万円

となりました。これは、建物及び構築物が１億23百万円減少した一方、投資有価証券が２億80百万円増加したこと

などによります。

 
③ 流動負債

当第２四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末と同水準の106億27百万円となりました。

 
④ 固定負債

当第２四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末と同水準の37億38百万円となりました。

 
⑤ 純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ２億78百万円増加し、362億99百万円と

なりました。その主な内訳は、利益剰余金において親会社株主に帰属する四半期純利益により11億37百万円増加し

た一方、配当金の支払により６億33百万円減少したこと、その他有価証券評価差額金が１億16百万円減少したこと

などによります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」といい、現金及び預金から預入期間が

３ヶ月を超える定期預金を控除したものをいう。）は、前連結会計年度末と比べ９億69百万円減少の113億16百万円

となりました。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動により得られた資金は、前第２四半期連結累計期間と比べ16億94百

万円減少の12百万円となりました。その主な内訳は、売上債権の増加６億16百万円、持分法による投資損益６億３

百万円、棚卸資産の増加３億64百万円、未払消費税等の減少１億35百万円などの資金支出があった一方、税金等調

整前四半期純利益14億円、減価償却費３億23百万円などの資金増加があったことによるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動により使用された資金は、前第２四半期連結累計期間と比べ２億３

百万円減少の２億64百万円となりました。その主な内訳は、固定資産の取得による支出２億90百万円などによるも

のであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動により使用された資金は、前第２四半期連結累計期間と比べ２億33

万円増加の７億24百万円となりました。その主な内訳は、配当金の支払額６億32百万円、自己株式の取得による支

出１億１百万円などによるものであります。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　当社グループを取り巻く経営環境は、競争の激化や市場構造の変化など、依然として厳しい状況が続くものと思

われますが、2023年度を最終年度とする中期経営計画『21-23計画』を策定いたしました。当社は2025年10月に会社

創立100周年を迎えますが、本期間を『サステナブルな会社を目指し、力強いSTEPを！』踏む期間と位置づけ、経営

基盤の安定と持続的成長を目指して取り組んで行くほか、研究開発および設備投資を今後の成長に向けた重要課題

と位置づけ、注力してまいります。

 
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

① 会社の支配に関する基本方針について

当社グループでは、「わが社は社会基盤の整備に参加し、豊かな人間環境づくりに貢献します。」を企業理念の

ひとつに掲げ、1925年の創立以来一貫して下水道事業、道路整備事業、住宅建設事業等を推進するため、これら社

会基盤の整備に必要なヒューム管・既製コンクリート杭等の各種コンクリート製品を供給してまいりました。

近年は「総合コンクリート、主義」を掲げ、プレキャスト製品の製造・販売を展開して新たな成長基盤の確立に

注力するほか、下水道の診断・リニューアル、不動産・環境関連事業等の新しい分野へ事業領域を広げており、着

実に成果を挙げております。

長年の歴史の中で幾多の困難を乗り越え培ってまいりました企業風土、技術力、さらに、取引先、顧客、従業員

等との強固な信頼関係こそが当社グループの企業価値の源であるとともに、中長期的な成長発展に必要不可欠な強

みであると考えております。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とは、このような当社グループの企業価値の源である取

引先、顧客、従業員等との強固な信頼関係を今後も確保・向上させるとともに、人材育成・技術開発等の将来を見

据えた施策の潜在的効果、その他当社グループの企業価値を構成する事項を深く理解し、長期的に企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させる者でなくてはならないと考えます。

言うまでもなく、上場会社である当社の株式は、市場を通じて投資家の皆様による自由な取引が認められている

以上、当社株式に対する大規模な買付行為や買付提案がなされた場合においても、当該大規模な買付等が当社の企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、直ちに否定するものではなく、これに応じる

か否かは最終的に株主の皆様のご判断に委ねられるべきものと考えております。

しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その企図あるい

は目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却

を事実上強要する恐れがあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が買付の条件について検討し、あるいは対象

会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件

よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資さないものも少なくありません。

当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある、不適切な買付等を行う

者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。
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② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み

(a) 中期経営計画『21-23計画』について

当社グループは2023年度を最終年度とする中期経営計画『21-23計画』を策定いたしました。当社は2025年10

月に会社創立100周年を迎えますが、本期間を『サステナブルな会社を目指し、力強いSTEPを！』踏む期間と位

置づけ、経営基盤の安定と持続的成長を目指し取り組んで行くほか、研究開発および設備投資を今後の成長に

向けた重要課題と位置づけ、注力してまいります。

 

(b) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は将来に向かって継続的な成長・発展を目指すために、上場企業としての社会的責任を果たすことが重

要と考え、経営の透明性を確保すること及びコーポレート・ガバナンスが有効に機能するために、当社グルー

プを取り巻く環境の変化に迅速に対応できる組織体制と経営システムを構築し維持することを経営上の最も重

要な課題として位置付けております。

 
③ 会社の支配の方針に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取り組み

当社は、2008年３月21日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に

関する基本方針（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によって、当社の

財務及び事業の方針が支配されることを防止する取り組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策

（以下「本プラン」といいます。）」を決定し導入しました。

当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な判断をするた

めに必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われることが、企業価

値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定

のルールを設定し、会社の支配に関する基本方針に照らし不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の

対抗措置を含めた買収防衛策として本プランを導入しました。

導入後も社会・経済情勢の変化、買収防衛策を巡る諸々の動向及び様々な議論の進展を踏まえ、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取り組みのひとつとして、継続の是非を含め、そのあり方

について引き続き検討してまいりました。

当社取締役会は、2020年６月26日開催の当社第137回定時株主総会において、2023年６月開催予定の第140回定

時株主総会終結時まで継続することを提案した結果、継続が承認されております。

本プランの概要は以下のとおりです。

 

(a) 当社株式の大規模買付行為等

本プランにおける当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを

目的とする当社株式等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上になる買付行為

をいい、係る買付行為を行う者を大規模買付者といいます。

 

(b) 大規模買付ルールの概要

大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会に

よる一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

 

(c) 大規模買付行為がなされた場合の対応

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であっ

たとしても、当該大規模買付提案についての反対意見の表明や、代替案を提示することにより、株主の皆様を

説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が会

社に回復しがたい損害をもたらす等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取締役会が判

断した場合には、対抗措置をとることがあります。

 

(d) 対抗措置の合理性及び公正性を担保するための制度及び手続

対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取

締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を担保するため、３名以
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上の社外取締役、社外監査役又は社外有識者から構成される独立委員会を設置しております。

対抗措置をとる場合、その判断の合理性及び公正性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立

ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非につい

て、勧告を行うものとします。取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、勧告の内容は、概

要を適宜情報開示することとします。

 
(e) 本プランの有効期間等

本プランの有効期間は３年間（2023年６月に開催予定の定時株主総会終結時まで）とし、以降も本プランの

継続（一部修正したうえでの継続を含む）については、３年ごとに定時株主総会の承認を得ることとします。

ただし、有効期間中であっても、株主総会又は取締役会の決議により本プランは廃止されるものとします。

 
④ 本プランの合理性について（上記の取り組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて）

会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させ

るための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、(a)買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、(b)株主共同の利益の確保・向上

の目的をもって導入されていること、(c)株主意思を反映するものであること、(d)独立性の高い社外者の判断を

重視するものであること、(e)デッドハンド型の買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿

い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではない

と考えております。

 
(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は１億３百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く経営環境は、熾烈な価格競争により依然として厳しい状況が続くものと思われ、当社グ

ループの業績並びに財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、事業の運営等に際し、建設業法・宅建業法等の関係法令等による規制を受けております。当社

グループはこれらの関係法令等を遵守した事業運営を行っており、現時点では事業運営に大きく支障をきたすよう

な法的規制はありませんが、これらの規制が強化された場合には、今後の事業戦略に影響する可能性があります。

当社グループの海外関係会社は、事業活動を主にアジアの新興国で展開しております。そのため、予期しない政

治状況の激変や法制度の変更、さらに地政学的なリスクが内在しております。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,347,500 29,347,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 29,347,500 29,347,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 29,347,500 ― 5,251,400 ― 1,312,850
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(5) 【大株主の状況】

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住　　　　　所
所有株式数
(百株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社日本カストディ銀行(みずほ信託
銀行再信託分・太平洋セメント株式会社
退職給付信託口)

東京都中央区晴海1丁目8番12号 24,000 9.52

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 23,014 9.13

旭コンクリート工業株式会社 東京都中央区築地1丁目8番2号 14,684 5.82

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1丁目5番5号 12,458 4.94

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8番12号 10,708 4.25

太平洋セメント株式会社 東京都文京区小石川1丁目1番1号 10,203 4.05

株式会社ＮＪＳ 東京都港区芝浦1丁目1番1号 10,095 4.00

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING
CORPORATION LIMITED - HONGKONG
PRIVATE BANKING DIVISION CLIENT A/C
 (常任代理人 香港上海銀行）

LEVEL 13 HSBC MAIN BUILDING 1 QUEEN'S
ROAD CENTRAL HONGKONG
 （東京都中央区日本橋3丁目11番1号）

9,639 3.82

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL
(常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ)

CITIGROUP CENTRE,CANADA SQUARE,CANARY
WHARF,LONDON E14 5LB
 （東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

6,918 2.74

日工株式会社 兵庫県明石市大久保町江井島1013番地1号 5,000 1.98

計 － 126,720 50.26
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式41,333百株があります。なお、発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対

する所有株式数の割合の計算上、株式給付信託(BBT)が保有する123,200株は、発行済株式数から控除する自

己株式には含めておりません。

２．株式会社ＮＪＳ(2021年９月30日現在、当社は35.87％株式を所有)、及び旭コンクリート工業株式会社(2021

年９月30日現在、当社は29.69％株式を所有)が所有している上記株式については、会社法施行規則第67条第

1項の規定により、議決権の行使が制限されております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 4,133,300
 

―
株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式
単元株式数 100株

(相互保有株式)
普通株式 2,477,900
 

― 同　　　上

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,693,500
 

226,935 同　　　上

単元未満株式 普通株式 42,800
 

― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 29,347,500 ― ―

総株主の議決権 ― 226,935 ―
 

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれておりま

す。
　

自己保有株式  82株
 

相互保有株式 株式会社ＮＪＳ 2株

相互保有株式 旭コンクリート工業株式会社 13株
 

 

２．「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、株式給付信託(BBT)が保有する当社株式123,200株が含まれ

ております。また、「議決権の数」の欄には、当該株式に係る議決権1,232個が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ヒューム株式会社

東京都港区新橋五丁目33番11
号

4,133,300 ― 4,133,300 14.08

(相互保有株式)
株式会社ＮＪＳ

東京都港区芝浦1丁目1番1号 1,009,500 ― 1,009,500 3.44

(相互保有株式)
旭コンクリート工業株式会社

東京都中央区築地1丁目8番2号 1,468,400 ― 1,468,400 5.00

計 ― 6,611,200 ― 6,611,200 22.53
 

（注）株式給付信託（BBT）が保有する当社株式123,200株は、上記の自己株式等に含まれておりません。なお当該株

式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

２ 【役員の状況】

前連結会計年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期連結累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、Moore至誠監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,328,246 11,359,254

  受取手形及び売掛金 8,770,485 ―

  受取手形、売掛金及び契約資産 ― 9,398,333

  商品及び製品 2,564,269 2,833,807

  原材料及び貯蔵品 509,182 612,350

  その他 206,376 282,422

  貸倒引当金 △11,769 △13,234

  流動資産合計 24,366,791 24,472,933

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,134,471 4,010,549

   土地 3,610,229 3,608,385

   その他（純額） 1,583,297 1,640,398

   有形固定資産合計 9,327,999 9,259,333

  無形固定資産 188,238 159,524

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  16,200,362 ※3  16,481,308

   その他 367,731 324,185

   貸倒引当金 △32,718 △32,250

   投資その他の資産合計 16,535,375 16,773,244

  固定資産合計 26,051,613 26,192,101

 資産合計 50,418,405 50,665,035

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 8,113,087 8,199,949

  短期借入金 ※2  928,055 ※2  970,038

  未払法人税等 327,912 366,599

  賞与引当金 172,900 173,743

  工事損失引当金 ― 3,334

  その他 1,065,399 913,580

  流動負債合計 10,607,354 10,627,246

 固定負債   

  役員株式給付引当金 16,500 18,310

  役員退職慰労引当金 14,907 14,907

  退職給付に係る負債 2,517,770 2,526,804

  その他 1,241,223 1,178,483

  固定負債合計 3,790,401 3,738,505

 負債合計 14,397,755 14,365,752
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,251,400 5,251,400

  資本剰余金 4,773,375 4,773,375

  利益剰余金 26,366,080 26,869,474

  自己株式 △2,163,815 △2,263,133

  株主資本合計 34,227,040 34,631,116

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,213,840 1,096,970

  為替換算調整勘定 220,761 204,648

  退職給付に係る調整累計額 29,869 44,143

  その他の包括利益累計額合計 1,464,471 1,345,762

 非支配株主持分 329,137 322,404

 純資産合計 36,020,649 36,299,283

負債純資産合計 50,418,405 50,665,035
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 15,045,663 14,130,645

売上原価 12,323,604 11,607,468

売上総利益 2,722,059 2,523,176

販売費及び一般管理費 ※1  1,856,958 ※1  1,878,437

営業利益 865,101 644,739

営業外収益   

 受取利息 469 200

 受取配当金 84,183 101,531

 持分法による投資利益 521,903 603,984

 為替差益 ― 7,555

 その他 80,590 54,278

 営業外収益合計 687,148 767,550

営業外費用   

 支払利息 7,506 6,709

 為替差損 10,062 ―

 その他 17,358 8,369

 営業外費用合計 34,928 15,078

経常利益 1,517,321 1,397,211

特別利益   

 固定資産売却益 ― 3,620

 国庫補助金 1,440 ―

 特別利益合計 1,440 3,620

特別損失   

 固定資産売却損 940 ―

 投資有価証券評価損 17,181 ―

 構造改革費用 39,945 ―

 特別損失合計 58,066 ―

税金等調整前四半期純利益 1,460,694 1,400,831

法人税、住民税及び事業税 337,400 291,442

法人税等調整額 △19,597 △25,848

法人税等合計 317,803 265,593

四半期純利益 1,142,891 1,135,237

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △6,632 △1,938

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,149,524 1,137,176
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 1,142,891 1,135,237

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 425,509 △101,078

 為替換算調整勘定 11,650 △15,457

 退職給付に係る調整額 226,964 14,655

 持分法適用会社に対する持分相当額 △2,617 △16,828

 その他の包括利益合計 661,506 △118,709

四半期包括利益 1,804,398 1,016,528

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,811,031 1,018,466

 非支配株主に係る四半期包括利益 △6,632 △1,938
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,460,694 1,400,831

 減価償却費 304,180 323,383

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △26,997 996

 賞与引当金の増減額（△は減少） △3,049 842

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △29,580 26,393

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 5,500 4,232

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,310 ―

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △1,514 ―

 工事損失引当金の増減額（△は減少） ― 3,334

 受取利息及び受取配当金 △84,653 △101,731

 支払利息 7,506 6,709

 為替差損益（△は益） 1,619 △1,650

 持分法による投資損益（△は益） △521,903 △603,984

 固定資産売却損益（△は益） 940 △3,620

 投資有価証券評価損 17,181 ―

 国庫補助金 △1,440 ―

 構造改革費用 39,945 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 2,506,317 △616,023

 棚卸資産の増減額（△は増加） △291,600 △364,113

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △46,019 △73,919

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,483,430 75,224

 未払消費税等の増減額（△は減少） 43,761 △135,745

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △179,280 40,180

 その他の固定資産の増減額（△は増加） ― 30,716

 その他の固定負債の増減額（△は減少） 0 265

 小計 1,715,866 12,323

 利息及び配当金の受取額 226,908 260,686

 利息の支払額 △7,502 △6,707

 法人税等の支払額 △228,992 △254,077

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,706,279 12,225
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 ― △528

 投資有価証券の取得による支出 ― △165

 固定資産の取得による支出 △441,737 △290,984

 固定資産の売却による収入 1,647 7,072

 国庫補助金による収入 1,440 ―

 投資その他の資産の増減額（△は増加） △28,383 20,595

 投資活動によるキャッシュ・フロー △467,033 △264,010

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 6,603 10,251

 自己株式の取得による支出 △109,076 △101,051

 自己株式の売却による収入 98,845 ―

 配当金の支払額 △478,968 △632,399

 その他の支出 △8,705 △1,414

 財務活動によるキャッシュ・フロー △491,301 △724,614

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,528 6,879

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 742,415 △969,520

現金及び現金同等物の期首残高 10,333,968 12,285,682

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  11,076,383 ※１  11,316,162
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来工事契約

に関して、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行基準を、この要件を満たさない工

事には工事完成基準を適用してまいりましたが、当連結会計年度より履行義務を充足するにつれて、一定の期間に

わたり収益を認識する方法に変更するとともに、工期がごく短い工事については、完全に履行義務を充足する工事

が完了した時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に

対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。

　また、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総

額を収益として認識していましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認

識する方法に変更しております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

 

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高及び売上原価が２億30百万円それぞれ減少しております。また、

利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

 

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取り扱いに従って、前連結会計年度につい

ては新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありま

せん。

 
(追加情報)

 (会計上の見積りにおける一定の仮定)

　前連結会計年度の連結財務諸表において記載した、新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定に重要な

変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 3,916千円 ―千円
 

 

※２．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行との間に当座貸越契約及び特定融資枠契約を締結しております。

その借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

取引銀行数 ８行 ８行

当座貸越極度額及び特定融資枠の
総額

4,846,090千円 4,876,729千円

借入実行残高 928,055千円 970,038千円

差引額 3,918,034千円 3,906,690千円
 

 

※３．投資有価証券の一部を貸株に提供しております。その金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

投資有価証券の貸株 273,617千円 294,027千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

従業員給与賞与及び手当 765,191千円 755,587千円

賞与引当金繰入額 88,826千円 87,126千円

退職給付費用 57,894千円 44,791千円

貸倒引当金繰入額 △27,817千円 1,465千円

役員株式給付引当金繰入額 5,500千円 4,232千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 11,118,945千円 11,359,254千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△42,561千円 △43,091千円

現金及び現金同等物 11,076,383千円 11,316,162千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 479,446 19.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 633,781 25.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

(注)１．2021年6月29日定時株主総会による配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が保有する当社株式に対する配当

金3,135千円が含まれております。

　　２．１株当たり配当額には記念配当5.00円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３基礎事業

下水道関連
事業

太陽光発
電・不動産
事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 9,497,385 4,812,579 711,401 15,021,366 24,297 15,045,663 － 15,045,663

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

3,333 － 19,266 22,600 － 22,600 △22,600 －

計 9,500,718 4,812,579 730,668 15,043,966 24,297 15,068,264 △22,600 15,045,663

セグメント利益 583,515 591,026 396,281 1,570,822 18,158 1,588,981 △723,879 865,101
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、レンタル事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額 △723,879千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益の調整後の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３基礎事業

下水道関連
事業

太陽光発
電・不動産
事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 8,920,272 4,458,413 724,572 14,103,258 27,386 14,130,645 ― 14,130,645

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,870 ― 18,894 20,764 ― 20,764 △20,764 ―

計 8,922,142 4,458,413 743,467 14,124,023 27,386 14,151,410 △20,764 14,130,645

セグメント利益 136,658 826,348 409,935 1,372,941 21,981 1,394,923 △750,184 644,739
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、レンタル事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額 △750,184千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益の調整後の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　 会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関

する会計処理方法を変更した為、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の「基礎事業」の売上高は26百万円、「下水道

関連事業」の売上高は２億３百万円減少しております。
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(収益認識関係)

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント
その他 
 (注)

合計

基礎事業
下水道関連事

業
太陽光発電・
不動産事業

計

売上高       

 一時点で移転される財 4,710,790 2,520,630 ― 7,231,421 ― 7,231,421

一定の期間にわたり移転さ
れる財

4,209,481 1,937,782 182,837 6,330,101 ― 6,330,101

 顧客との契約から生じる
 収益

8,920,272 4,458,413 182,837 13,561,523 ― 13,561,523

その他の収益 ― ― 541,734 541,734 27,386 569,121

外部顧客への売上高 8,920,272 4,458,413 724,572 14,103,258 27,386 14,130,645
 

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、レンタル事業を含んでおります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 47.05円 46.69円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,149,524 1,137,176

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,149,524 1,137,176

普通株式の期中平均株式数(株) 24,433,782 24,355,477
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　２．当社は株式給付信託（BBT）を導入しており、１株当たり四半期純利益の算定上、当該信託が保有する当社

株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利益の算定

上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間41,800株、当第２四半期連結累計期

間124,300株であります。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月12日

日本ヒューム株式会社

取締役会  御中

 

Ｍｏｏｒｅ至誠監査法人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 東京都千代田区

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 中　根 　堅　次　郎  

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 松　　本　　淳　　一  

 

 

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ヒューム株

式会社の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年7月1日から2021年9月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ヒューム株式会社及び連結子会社の2021年9月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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